
中⼩企業等経営強化法の経営⼒向上設備等及び⽣産性向上特別措置法の先端等設備に係る⽣産性向上要件チェックリスト（JIRA様式2）」記⼊ガイド

所定の期間とは器具備品では
6 年以内です
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1時間当たりの処理枚数

当該装置の名称をご記⼊ください

カタログ記載の型式をご記⼊ください

本設備（器具備品）であれば、取得等をする年から起算して 6 年以内に販売されたもので
あるか確認。例えば、2017 年 7 ⽉（=①2017 年度）に販売開始されたものの場合、2024 

年 4 ⽉(=②2024 年)に取得したときは、６年以内の要件を満たしません（②-①=7 年）ので
「⼀定期間内」の要件に該当しませんので対象外となります。

必ず「単位時間当たり⽣産量」「歩留率」「投⼊コスト削減率」のいずれかに該当する⽣産性向上指標を記
⼊ください。具体的には、時間当たりの処理量、必要作業時間の短縮率等が考えられます。⼀⽅、設備の
「⾦額」や設備導⼊による「副次的な効果」などは設備の「⽣産性」に直接関係しませんので相応しくない
と考えます。

本税制における“年度”が指す期間は1〜12⽉となります。
記⼊例は2020年7⽉に販売開始した装置を2025年4⽉に取得した場合の記⼊例です

⽐較指標を⽤いた⼀代前モデルと当該設備の数値に加え、それぞれの販売開始年度を必ず記⼊してください。
記⼊例の「単位時間当たり⽣産量」が時間当たりの処理枚数の場合
2020年度販売開始の新モデル指標（処理枚数）が300枚／時であり、2015年度販売開始の⼀代前モデルが250

枚／時である場合
｛（300-250）÷250｝÷5年（=2020年ｰ2015年）＝年平均4％の向上

｛（「当該設備の指標数値」 -「⼀代前モデルの指標数値」）÷「⼀代前モデルの指標数値」｝÷（「当該設
備販売開始年度」 -「⼀代前モデル販売開始年度」）

「販売開始要件の確認」及び「⽣産性向上に該当するか」共に該当であることを確認の上で、「該
当要件への当否」の該当を選択して下さい。

JIRA-X型：時間当たり250画像

JIRAｰZ型：時間当たり300画像
2015年度

4
（（300-250）÷250））÷5年＝4％

装置名称はJIRA対象品⽬⼀覧の分類品⽬名（⼤分類）か
もしくは⼀般的名称をご記⼊ください


